
【 政策名 】 【 施策名 】 【 事業名 】 【 事業費 】

（千円）

施策関連事業 3,239,758

１　秋田の農林水産業を牽引する
　　多様な人材の育成

２　複合型生産構造への転換の
　　加速化

３　秋田米の戦略的な生産・販売
　　と水田フル活用

４　農林水産物の高付加価値化と
　　国内外への展開強化

５　｢ウッドファーストあきた｣に
　　よる林業・木材産業の成長産
　　業化 あきた材販路拡大事業 89,990

６　つくり育てる漁業と広域浜
　　プランの推進による水産業
　　の振興

７　地域資源を生かした活気ある
　　農山漁村づくり

３　

新
時
代
を
勝
ち
抜
く
攻
め
の
農
林
水
産
戦
略

資料４





（様式１）

政策評価（令和４年度）

１　政策の目標（目指す姿）

○

○

○

○

２　政策を取り巻く社会経済情勢

○平成25年12月 ・

○平成28年６月 ・

○平成28年11月 ・

○平成30年度 ・

○平成30年11月 ・

○平成30年12月 ・

○平成31年２月 ・

○平成31年４月 ・

・

○令和２年１月 ・

○令和２年３月 ・

○令和２年度 ・

○令和２年11月 ・

○令和３年５月 ・

３　政策を構成する施策の推進状況

３－１　施策評価の結果

※施策評価の結果：「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階で判定した結果

政策評価調書

　戦略３ 新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

　幹事部局名 農林水産部 　評価者 企画振興部長 　評価確定日

国の農政改革等による産地間競争の激化や、人口減少を背景とした労働力不足など、社会情勢の変化に的確に対応する
ため、新たな視点を踏まえながら、農林水産業の成長産業化に取り組みます。
着実に成果が現れてきている「米依存からの脱却」、「複合型生産構造への転換」に向けたこれまでの取組をもう一段
ステップアップし、本県農業の構造改革を確かなものとしていきます。
林業・木材産業については、木材の新たな市場の開拓等による需要拡大や、川上から川下まで競争力の高い木材・木製
品の安定的な供給体制の整備を促進し、全国屈指の木材総合加工産地として更なる発展を図ります。
「全国豊かな海づくり大会」等を契機として、本県水産業の魅力を全国に発信するとともに、リニューアルされる水産
振興センター栽培漁業施設を活用したつくり育てる漁業の推進等により、浜の活性化を図ります。

平成30年以降の米の生産について、行政による生産数量目標の配分が廃止された。

令和６年を目途に県内全ＪＡの統合を目指すこととした。

米国を除く11か国によりＴＰＰが発効した。

日欧ＥＰＡが発効した。

日米貿易協定が発効した。

施策評価の結果

Ｈ３０ Ｒ元（Ｈ３１） Ｒ２（Ｈ３２） Ｒ３（Ｈ３３）

施策3-1 秋田の農林水産業を牽引する多様な人材の育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

施策3-2 複合型生産構造への転換の加速化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

施策3-3 秋田米の戦略的な生産・販売と水田フル活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

施策3-4 農林水産物の高付加価値化と国内外への展開強化 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ

施策3-5
「ウッドファーストあきた」による林業・木材産業の成
長産業化 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

施策3-6
つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の
振興 Ｃ Ｃ Ｃ Ｄ

施策3-7 地域資源を生かした活気ある農山漁村づくり Ａ Ａ Ｂ Ｂ

国は、「強い農林水産業・美しく活力ある農山漁村」に向けた４本柱として①国内外の需要拡大、
②農林水産物の付加価値向上、③多面的機能の維持・発揮、④生産現場の強化を位置付け、農業・
農村全体の所得倍増を目指すための「農林水産業・地域の活力創造プラン」を策定した。

「日本再興戦略2016」で、農業分野でも、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット等の技術を活用していく方針が
示された。

国は、農業競争力強化プログラムを取りまとめ、人材力強化や収入保険制度の導入など13の改革に
着手した。

外国人労働者の受入れ拡大を目的とした新在留資格「特定技能」を盛り込んだ改正出入国管理法が
施行された。

森林経営管理法が施行され、森林環境譲与税を活用した森林整備や人材育成に向けた取組が始まっ
た。

国は、農政の中長期的なビジョンである「食料・農業・農村基本計画」を見直し、産業政策と地域
政策を車の両輪として推進し、食料自給率の向上と食料安全保障を確立していく方針を示した。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言の発出等により、高級食材や嗜好品を中心に
農林水産物の販売環境が悪化したほか、住宅着工件数の減少により原木の需要が落ち込んだ。

国は、農林水産物・食品の輸出額を「2030年までに５兆円」に拡大することを目標に、「マーケッ
トイン輸出への転換」を基本方針とする「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を策定した。

国は、世界的なＳＤＧｓや地球環境への関心の高まりを踏まえ、「2050年までの農林水産業のゼロ
エミッション化の実現」などを目標に掲げ、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノ
ベーションで実現するため、「みどりの食料システム戦略」を策定した。

施　　　策
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３－２　施策評価の概要

【施策３－１】　秋田の農林水産業を牽引する多様な人材の育成

【施策３－２】　複合型生産構造への転換の加速化

【施策３－３】　秋田米の戦略的な生産・販売と水田フル活用

【施策３－４】　農林水産物の高付加価値化と国内外への展開強化

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「農業法人数」は「ｂ」判定、②「担い手への農地集積率」は「ｎ：未判明」であ
り、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標②に関しては、令和２年度実績で３年度目標値の91.8％に達しているほか、既に判明している３年度の農地中
間管理事業による集積面積は2,380haと、農地集積率の増加は確実である。

また、今後の秋田県の農林水産業を支える新規就業者についても、研修制度等の充実を背景に各分野で増加傾向となっ
ている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は
「Ｂ」とする。

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「主要園芸品目の系統販売額」は「ｅ」判定、②「畜産産出額」は「ｎ：未判明」
であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、野菜では主要６品目の出荷量が前年比105％となったものの全国的な豊作傾向により安値で推
移したことや、果樹では雪害や霜害の影響により出荷量が大幅に減少したことから、全体の販売額が対前年比89％とな
り達成率が70.3％となった。
成果・業績指標①「メガ団地等大規模園芸拠点の整備地区数」の達成率は100％と、目標どおり生産基盤の整備が進
み、メガ団地の園芸品目の作付面積が拡大（えだまめ：209ha<６ha増>、ねぎ：148ha<31ha増>）しているほか、生産機
械の導入を推進したことから、今後の販売額は単収の向上等により更に増加すると見込まれる。特に、しいたけや夏秋
ねぎについては、京浜中央市場への出荷量が過去最大となり、「しいたけ販売三冠王（出荷量46ｔ増）」を３年連続で
達成したほか、「夏秋ねぎの出荷量（350ｔ増）」も３年連続の第２位となり、着実に成果が上がっている。
また、雪害を受けた果樹については、耐雪型樹形の普及やスマート技術を活用した雪対策の導入の支援を行うなど、雪
に強く生産性の高い産地への復興を進めている。

代表指標②に関しては、令和２年度の達成率が91.5％に達していることに加え、３年度に大規模畜産団地が新たに３か
所で整備（累計52施設：成果・業績指標②「大規模畜産団地の整備地区数」：達成率104.0％）されるなど、生産基盤
の整備が着実に進んだ結果、産出額に占める割合の大きい豚や鶏の飼養頭数が増加しており、更なる上積みが見込まれ
る。

また、成果・業績指標③「実用化できる試験研究成果」の達成率は115.1％となり、生産基盤の整備はもとより、技術
の面でも、複合型生産構造への転換は着実に進展している。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は
「Ｃ」とする。

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「全国に占める秋田米のシェア」、②「米の生産費」どちらも「ｎ：未判明」であ
り、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、主食用米の国内消費量が減少傾向となる中、新型コロナウイルス感染症の影響により業務用米
を中心に需要が低迷しており、厳しい販売環境下でありながら、家庭用米が中心である県産米については健闘してお
り、令和２年産米のシェアは6.29％と目標を上回っている。３年産米のシェアは未判明であるものの、事前契約数量は
約20万ｔとなり、全国トップクラスの水準である。
また、新品種「サキホコレ」デビューに向けた各種対策のほか、新型コロナウイルス感染症の影響により消費が減退す
る中で、県産米の販売促進への支援などを実施し、県産米のシェア拡大に向けた取組を積極的に展開している。

代表指標②に関しては、平成30年に60kg当たりの生産費が増加したものの、農地集積率の向上と共に経営規模拡大が進
んでいるほか、低コスト技術の普及等により、令和２年の60kg当たりの米の生産費は10,200円/60kgで元年産並みと
なっている。
なお、３年については、引き続き低コスト技術の普及等により生産費の低減が見込まれる。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は
「Ｂ」とする。

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「６次産業化事業体販売額」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、直近の令和２年度実績が約164億円で、３年度目標値の82.0％の水準となっている。３年度
は、新型コロナウイルス感染症の影響により、農産加工の販売額が元年度実績まで回復していない可能性があるもの
の、異業種連携や販路の多角化の取組は着実に進んでいる。また、県が３年度に直売所を対象に実施した調査では、販
売額が対前年度比100.6％（２年度：63億８千万円→３年度：64億２千万円）だったことから、２年度実績を上回る販
売額を確保できると見込まれる。

成果・業績指標③「農産物の輸出額」については、米の輸出ルートの定着に加え、輸出重点品目である「秋田牛」や
「りんご」のマーケティング活動により、新たな需要が開拓されたことから、目標を大きく上回っている。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は
「Ｂ」とする。
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４　総合評価結果と評価理由

　●定量的評価：施策評価結果を点数化して平均点を算出し、「A 」、「B 」、「C 」、「D 」、「E 」の５段階に判定する。

　 　・施策評価結果の配点　「A」：４点、「B」：３点、「C」：２点、「D」：１点、「E」：０点

　 　・判定基準（平均点）　 　「A 」：４点、「B 」：３点以上４点未満、「C 」：２点以上３点未満、「D 」：１点以上２点未満、「E 」：１点未満

　●定性的評価：施策の推進状況等から判定する。

　■総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

【施策３－５】　「ウッドファーストあきた」による林業・木材産業の成長産業化

【施策３－６】　つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の振興

【施策３－７】　地域資源を生かした活気ある農山漁村づくり

総合評価 評価理由　　　　　

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「海面漁業協同組合員１人当たりの漁業生産額」は「ｅ」判定、②「つくり育てる
漁業の対象魚種の漁業生産額」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響で単価が低下したことに加え、燃油価格が高騰してきたこと
により経費を削減するため出漁数を削減したことなどから、前年度より約13％減少し、達成率は80.8％となった。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響で魚価の低迷が続いていることに加え、主要魚種であるハタハタやサケが不漁
となっていることから、ネット販売による付加価値の向上や港内での養殖試験など、漁業者の所得確保に向けた新たな
取組が動き出している。
また、全国豊かな海づくり大会の開催後、県内量販店で地魚の消費を喚起するイベント等が継続して開催されており、
県民の地魚に対する関心が高まっていることから、県内需要の増加が見込まれる。

代表指標②に関しては、サケの不漁のほか、外食需要が大きいマダイ、ヒラメ、フグ類が新型コロナウイルス感染症拡
大の影響を受けて単価が下がっており、それにより対象魚種の漁業生産額が減少するものと予想される。
なお、対象魚種の放流実績は対前年度比で５％増加しているほか、平成30年度に整備が完了した水産振興センター栽培
漁業施設において、富山県以北で例のないキジハタの種苗生産に取り組んでおり、つくり育てる漁業による資源の維
持・増大に向けた取組は着実に進んでいる。
また、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、海面・内水面漁業協同組合の収入が減少したことにより、アワビやサ
クラマスの種苗を平年と同規模で放流することが困難になったことから、不足分が補てんされるよう支援を行ってお
り、来年度以降も資源の維持が期待される。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は
「Ｄ」とする。

●

■

代表指標の達成状況については、①「中山間地域資源活用プラン策定地域数」、②「水と緑の森づくり推進事業参加者
数」どちらも「ｂ」判定であり、定量的評価は「Ｂ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は
「Ｂ」とする。

Ｃ

●

■

施策評価の結果は、「Ｂ」４施策、「Ｃ」２施策、「Ｄ」１施策（施策の評価結果の平均点は
2.43）であり、政策の定量的評価は「Ｃ」。

施策の評価結果や推進状況などを総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」とする。

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「素材生産量」、②「スギ製品出荷量」どちらも「ｎ：未判明」であり、定量的評
価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和２年実績値は1,425千㎥で、３年の目標値（1,700千㎥）の83.8％の水準となっている。２
年度は新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の停滞等により、木材需要が急激に減少したことから、木材の
生産をはじめ、製材品等の出荷が減少した。しかし、本県のスギ人工林は本格的な利用期を迎え全県域で素材生産が活
発化していることに加え、３年３月頃からウッドショックと呼ばれる外国産材の入手難や価格の高騰により、国産材需
要が高まり、県産材の需要も旺盛となっている。また、３年の製材品出荷量（１月～12月速報値：231千㎥）や合板出
荷量（１月～12月速報値：603千㎥）が前年比１～２割程度増加していることから、３年の素材生産量は増加が見込ま
れる。

代表指標②に関しては、令和２年実績値は530千㎥で、３年の目標値（706千㎥）の75.1％の水準となっている。木材加
工流通企業が行う施設整備や国内外への販路拡大を目的としたプロモーション活動等の実施やウッドショックの影響に
より、スギ製品出荷量は堅調に推移しており、３年実績は前年より増加することが見込まれる。

アフターコロナを見据えた販売力強化に向け、米国マーケット調査とセミナーを開催し、新たに２社がトライアル輸出
に取り組んだことで、令和３年の米国向けスギ製品の出荷量は約5.8千㎥（対前年比109％）に増加するなど海外での新
たな販路拡大につながった。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は
「Ｃ」とする。
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５　県民意識調査の結果

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

評価年度（Ｒ４）の満足度（割合％） ３期プラン（４年間）の満足度（平均点）

（５点） （４点） （３点） （２点） （１点）

調査結果の認識、取組に関する意見等

　　　　　　　　 　　満 足 度

 　　質 問 文
十分

おおむね
十分

ふつう
やや

不十分
不十分

わからな
い
・

無回答

Ｒ元
（Ｈ３１）

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

Ｒ４
（Ｈ３４）

施策
3-1

農林水産業で働く人が、地域で元
気に活躍している。 0.8 8.7 36.1 16.4 12.0 26.0 2.62 2.69 2.62 2.60

施策
3-2

えだまめ、ねぎ、しいたけ、キ
ク、秋田牛などの生産が盛んに行
われている。

4.4 32.3 38.0 7.1 2.9 15.4 3.25 3.43 3.33 3.33

施策
3-3

あきたこまちをはじめ、全国の産
地間競争に打ち勝つ米づくりが盛
んに行われている。

6.2 32.0 37.2 10.7 5.4 8.5 3.12 3.41 3.35 3.25

施策
3-4

飲料や発酵食品など、県産の農林
水産物を生かした加工品づくりや
販売が盛んに行われている。

2.9 20.7 44.5 11.8 4.8 15.3 2.98 3.14 3.09 3.06

施策
3-5

秋田スギ丸太の生産量が増大し、
県産材の利用が進んでいる。 1.8 14.2 37.3 11.3 5.0 30.3 2.89 2.99 2.96 2.95

施策
3-6

ハタハタ、マダイ、ヒラメ、サケ
など、県内で獲れた多様な魚が流
通・販売されている。

2.1 14.0 44.6 15.1 6.4 17.7 2.84 3.01 2.86 2.88

施策
3-7

豊かな農山漁村で生き生きとした
暮らしが営まれ、農地・森林を守
る活動などが行われている。

1.1 8.2 35.8 18.7 11.9 24.3 2.60 2.68 2.60 2.57

○

○

各施策に関する質問の５段階評価による満足度の平均点は「2.57」～「3.33」であり、「ふつう」の３より高い施策が
３施策、低い施策が４施策であった。施策３－２の質問に対する満足度が最も高く（3.33（前年度と同値））、施策３
－７が最も低い（2.57（対前年度比△0.03））結果となり、前年度と比べ満足度が上がった１施策、同値だったのが１
施策、下がったのが５施策となった。
回答では、全ての質問で「ふつう」が最も多かった。

「不十分」又は「やや不十分」を選んだ理由や県に求める取組として、満足度の平均点が最も低かった施策３－７に関
する質問では、農家の後継者問題などに対して、もっと農山漁村の魅力を伝える情報発信をしてほしいなどの意見が
あった。
同様に２番目に低かった施策３－１に関する質問については、興味関心がある人が農業などを始められるきっかけを作
るため、情報発信を工夫してほしいなどの意見があった。
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６　課題と今後の対応方針

○

●

○

●

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○

○

○

担い手育成については、規模拡大や複合化、低コス
ト化を進め、持続的に地域をリードするような経営
体が少ない。

県民意識調査の結果では、満足度の平均点が2.60と
２番目に低く、興味関心がある人が農業などを始め
られるきっかけを作るため、情報発信を工夫してほ
しいなどの意見があった。

引き続き、農地中間管理機構を活用した農地の集積・
集約化を進め、担い手の規模拡大を進めるとともに、
園芸メガ団地、基盤整備、農地集積に三位一体で取り
組む「あきた型ほ場整備」の推進により、競争力の高
い経営体を育成するほか、認定農業者等担い手の経営
基盤の強化を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、複合部門の拡大や経営の多角化等、よりステッ
プアップした取組を行う意欲ある担い手を研修や個別
経営改善指導により育成するとともに、引き続きソフ
ト、ハードの両面で総合的に支援する。

就農や就業関連Ｗｅｂサイトをリニューアルし、映像
や動画配信などにより、本県農林業の魅力と情報の発
信を強化するとともに、オンラインでの相談活動に取
り組む。
また、「あきた漁業スクール」等を通じて、研修や漁
業の様子等をＳＮＳで発信する。

など　 など　

主要園芸品目の系統販売額は近年横ばいとなってお
り、園芸メガ団地50地区の中には、販売額の目標を
達成していない地区もある。

目標販売額の達成へ向け、収量改善や労働力確保と
いったフォローアップ活動を強化するとともに、販売
実績が目標と乖離している地区を「重点支援団地」と
位置づけ、要因分析を踏まえた現地指導を行う。

など　 など　

令和４年のサキホコレの市場デビューに向けては、
栽培経験がないため、技術の普及・定着が求められ
ているほか、県外においていまだ知名度が低い状況
にある。

県内20か所に設置する技術普及展示ほを活用した研修
会の開催や、サキホコレマイスターの設置等による生
産者相互の技術研鑽により技術の普及・定着を図るほ
か、タレントを起用したテレビＣＭやＳＮＳを活用し
た情報発信等を積極的に展開し、特に県外での知名度
の向上を図っていく。

など　 など　

コロナ禍で消費者のこだわり志向が高まっているも
のの、品質と価格の両面で県産農産物を牽引する
トップブランドとなる商品等が少ない状況にある。

農家の所得向上に向け、トップブランドから加工・業
務用向け商品までの新たな商品づくりを支援するとと
もに、認知度向上やブランド化に向けた取組を推進す
る。

など　 など　

低コストで安定的な丸太の生産・流通体制が十分と
は言えず、コストが十分に低減されていない。ま
た、皆伐後の再造林が低迷している。

林内路網の整備や高性能林業機械等の導入を支援し、
素材生産の効率化や低コスト化を図る。また、林業経
営体の施業の低コスト化に向けた取組を支援するとと
もに、先進的な造林技術による再造林を普及・定着さ
せるための実践フィールドの整備と森林所有者向けの
技術指針を作成する。

など　 など　

魚価や消費動向の変動、海洋環境の変化等に伴い、
栽培漁業の対象種に対する漁業者のニーズが変化し
ているが、それに対応できる種苗生産技術を有して
いない。

県内での地魚に対する関心は高まっているが、県産
魚介類の多くは近隣の地方都市に出荷されており、
県内の取扱量が少ないことから、認知度は低い。

最新技術に対応した施設としてリニューアルした栽培
漁業施設を拠点に、キジハタ等の新魚種の種苗生産の
技術開発に取り組む。

県内における地魚の認知度向上と消費拡大を図るた
め、主要魚種のブランド化など販売戦略を立て、活魚
出荷のほか加工等の取組を推進する。

など　 など　

施策 　課題（戦略の目標達成に向けた課題など） 今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

3-1

3-2

3-3

3-4

3-5

3-6
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○

●

○

●

　※課題と今後の対応方針の各施策の詳細については、施策評価調書を参照

　※●は県民意識調査結果に関する課題と今後の対応方針

７　政策評価委員会の意見

中山間地域の特性を生かした農作物、特産品の生
産・販売拡大が進んできており、農産物販売額の増
加など一定の成果は出てきている。しかし、販売額
は平地の約７割であり、依然として格差は大きい。

県民意識調査の結果では、満足度の平均点が2.57と
最も低く、農家の後継者問題などに対して、もっと
農山漁村の魅力を伝える情報発信をしてほしいなど
の意見があった。

中山間地域における地域資源の掘り起こしや活用に当
たっては、生産者と加工や飲食、観光など、多様な分
野と連携を図り、地域特産物のブランド化や、農業と
観光等の他分野との組み合わせによる新たな農村ビジ
ネスを創出する取組を支援し、所得向上と雇用の確保
を図る。

田園回帰の流れが全国的に拡大する中で、新たな兼業
スタイル「半農半Ｘ」の推進や、地域資源を生かした
農山漁村の魅力が伝わる取組等について、引き続き県
ホームページやグリーン・ツーリズム総合情報サイト
「美の国秋田・桃源郷をゆく」で紹介していくととも
に、ＳＮＳや各種メディアを活用した情報発信に取り
組む。

など　 など　

3-7
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（様式２）

施策評価（令和４年度） 施策評価調書

１　施策のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　代表指標の状況と分析

・

・

・

・

・

・

・

　※　指標の判定基準

　　「ａ」　：　達成率≧100％　 　「ｂ」　：　100％＞達成率≧90％　　　「ｃ」　：　90％＞達成率≧80％　　

　　「ｄ」　：　80％＞達成率　又は　現状値＞実績値（前年度より改善）　　「ｅ」　：　現状値＞実績値（前年度より悪化）

　　「n」　：　実績値が未判明

 戦略３　新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

 施策３－５　「ウッドファーストあきた」による林業・木材産業の成長産業化

 幹事部局名 農林水産部  担当課名 林業木材産業課

 評価者 農林水産部長  評価確定日

施策の方向性（１）～（４）

目標 1,554 1,576 1,673 1,700

実績 1,470 1,484 (1,519) (1,583) (1,425)
Ｒ４.９月

判明予定

達成率 (97.7%) (100.4%) (85.2%) －

出典：農林水産省「木材統計」、林野庁「木質
バイオマスエネルギー利用動向調査」

指標の判定 ( ｂ ) ( ａ ) ( ｅ ) ｎ

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

令和２年実績値は1,425千㎥で、令和３年目標値の83.8％の水準となっている。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、新設住宅着工数が対前年比90％に減少するなど、
木材の主な需要先である住宅等の需要が減少したことで木材加工工場も減産等を余儀なくされ、
素材生産量も減少し、対前年比90％となった。

令和３年の数値は現時点で公表されていないが、ウッドショックにより国産材への需要が高ま
り、県内木材加工工場ではフル生産していることから、実績は増加する見込みである。

本県のスギ人工林は本格的な利用期を迎え全県域で素材生産が活発化しており、燃料用において
は、秋田市や大仙市に整備した大型の発電施設が本格的に稼働した結果、令和２年は対前年比
３％（８千㎥）増加した。

施策の方向性（１）～（４）

目標 651 670 688 706

実績 591 634 (640) (634) (530)
Ｒ４.10月
判明予定

達成率 (98.3%) (94.6%) (77.0%) －

出典：県林業木材産業課「木材加工業実
態調査」、「木材需給動向観測調査」

指標の判定 ( ｂ ) （ ｂ ） （ e ） －

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

令和２年実績値は530千㎥で、令和３年目標値の75.1％の水準となっている。

品質や性能の確かな製品を低コストで供給する木材加工流通施設の整備や、新たな木質部材の開
発、首都圏や海外でのプロモーション活動等の販路開拓により、県産材の需要拡大が図られ、ス
ギ製品出荷量は堅調に推移していたが、令和２年は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受
け、新設住宅着工数の落ち込み等による需要減少により、スギ製品出荷量も減少した。

令和３年はウッドショックにより国産材への需要が高まり、スギ製品出荷量も増加する見込みで
ある。

　全国に誇るスギ資源を循環利用し、林業・木材産業の成長産業化を実現するため、木材の新たな市場の開拓等によ
る需要拡大や、川上から川下まで競争力の高い木材・木製品の安定的な供給体制の整備を促進し、全国屈指の木材総
合加工産地として更なる発展を図ります。

代表指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（H３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

素材生産量（燃料用含む）（千㎥）

順位等

代表指標② 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

スギ製品出荷量（千㎥）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）
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２－２　成果指標・業績指標の状況と分析

・

・

・

・

・

・

施策の方向性（２）

目標 6,100 6,300 6,400 6,600

実績 5,152 4,703 (5,096) (4,761) (3,512)
Ｒ４.８月

判明予定

出典：県林業木材産業課「間伐実績報告」 達成率 (83.5%) (75.6%) (54.9%) －

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

令和３年度実績値は未判明であるが、直近の２年度実績値は3,512haで、元年度実績値の73.8％と
減少している。

資源の成熟や木材需要の増加等により皆伐が増えているため、間伐の実績が減少する傾向にある
が、令和２年はコロナの影響により製材品の動きが鈍ったため、伐採を控えることとなり、特に
間伐の実績が落ち込んだ。

施策の方向性（２）

目標 280 320 380 508

実績 240 226 (226) (338) (332)
Ｒ４.10月
判明予定

出典：県林業木材産業課「秋田県林業統計」 達成率 (80.7%) (105.6%) (87.4%) －

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

令和３年度の実績値は未判明であるが、直近の２年度実績値は332haと、元年度実績の98.2%と同
水準であった。

伐採と植栽の一貫作業やコンテナ苗による植栽といった低コスト・省力再造林の促進により、再
造林面積は増加傾向にある。

施策の方向性（４）

目標 155 155 155 155

実績 133 130 (140) (146) (122)
Ｒ４.７月

判明予定

出典：県森林整備課「秋田県林業事業体
調査」

達成率 (90.3%) (94.2%) (78.7%) －

全国 ５位 ４位 (４位) (３位) (４位)

東北 １位 １位 (１位) (１位) (１位)

令和３年度実績は未判明であるが、直近の令和２年度の新規就業者数は122人となっている。

令和２年度実績は前年度より減少したものの、本県の林業への新規就業者数は、秋田林業大学校
での人材育成のほか、就業希望者に対する各種研修や高校生に対する林業体験事業等の取組など
により、全国的に見ても高い数値で推移している。

成果・業績指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

スギ人工林間伐面積（ha）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

成果・業績指標② 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

再造林面積（ｈａ）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

成果・業績指標③ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

新規林業就業者数（人）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
Ｒ５.３月
判明予定
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２－３　施策の取組状況とその成果（施策の方向性ごとに記載）

（１）秋田スギを活用した新たな木質部材等による需要拡大【林業木材産業課】

・

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

（２）林業の成長産業化に向けた生産・流通体制の強化【林業木材産業課、森林整備課】

・

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

（３）産地間競争に打ち勝つ木材総合加工産地づくりの推進【林業木材産業課】

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

（４）次代の秋田の林業をリードする人材育成【森林整備課】

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

・

指標 代表①②

非住宅建築物での需要を創出するための木質耐火部材の開発や土木分野での需要を創出するための県産スギ丸太
杭の開発に取り組むとともに、県内における木質構造等に精通した建築人材の育成を図るため、建築士を対象に
研修会や技術支援を実施した（建築講座４回<±０回>）。

秋田スギ製品の新たな販路として有望な米国のマーケット調査を実施するとともに、輸出企業の育成に向けたセ
ミナーを開催し、３社が定期輸出、２社がトライアル輸出を実施した。

秋田市や大仙市に整備した大型の発電施設が本格的に稼働しており、木質バイオマスとしての未利用材の需要が
拡大している。また、燃料用チップを供給する事業者に対して、未利用材を原料として活用するために必要な施
設の整備へ支援したことにより、素材生産量の増加・安定需要につながっている。

指標 代表①②、成果①②

森林経営計画の策定を進め、施業地の集約化による効率的な森林整備を実施した（間伐等森林整備面積速報値　
6,350ha〈＋301ha〉）。

低コストで安定的な原木の供給体制を整備するため、林道等の開設により路網整備を促進するとともに、林業経
営体等による新たな高性能林業機械等の導入を支援した（林道：２路線<±０路線> 1.3km<△0.6km>、林業専用
道：21路線<△２路線> 13.7km<△4.8km>、森林作業道：713路線<△７路線> 421.2km<＋25.5km>を開設、高性能
林業機械の導入33台<＋16台>）。

再造林の低コスト化を推進するため、皆伐と再造林を一体的に行う「一貫作業システム」の普及に取り組んだ
（一貫作業による再造林36ha〈△16ha〉）。

中国や米国での木材需要の高まりから、外国産材価格の高騰、供給量の減少等により、国産材への需要が高まっ
ており、需要に対応するため、木材生産をはじめとする木材加工企業では増産等を行っている。

指標 代表①②

低コストで競争力のある製材品の供給体制を構築するため、生産技術指導（１社<△４社>）を実施したほか、秋
田スギ製品の新たな販路として有望な米国のマーケット調査を実施するとともに、輸出企業の育成に向けたセミ
ナーを開催し、３社が定期輸出、２社がトライアル輸出を実施した。

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、木材加工企業は厳しい経営を余儀なくされたため、新
たな設備投資に対して消極的にならざるを得ない状況であり、３年度の木材加工施設整備は案件がなかった。３
年度はウッドショックの影響により、状況が好転したことから、今後の設備投資が期待できる。

指標 代表①②、成果③

就業前の林業未経験者を対象に、行政と民間企業が一体となった「オール秋田」の指導体制により、専門性の高
い知識、技術とマネジメント能力等を習得する研修を秋田林業大学校で実施した（令和３年度研修修了生16名<
＋１名>が県内の林業企業に就業）。

令和３年12月に林業分野の無料職業紹介所（愛称：あきた森の仕事ナビ）を開設し、６名の求職者から相談を受
け、１名が林業に就業したほか、林業への就業を促進するため、短期・中期研修及びインターンシップ研修の林
業体験研修を開催した（短期・中期研修及びインターンシップ参加者２名<±０名>）。

秋田林業大学校では、宿泊を伴う研修を中止するなど研修内容の変更を余儀なくされた。

県外の就業希望者を対象とした短期・中期研修は、県外からの参加者を呼び込むことができず、県内の就業希望
者を対象に規模を縮小して開催した。

令和３年度は外国産材の入手難や価格高騰等により国産材需要が高まり、県産木材の需要増が見込まれる。
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３　総合評価結果と評価理由

●

●

●

●

■

●定量的評価：代表指標の達成状況から判定する。

　 「A 」：代表指標が全て「ａ」、「B 」：代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない、「C 」：代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　 「D 」：代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む。ただし、「Ｅ 」、「Ｎ 」に該当するものを除く、「E 」：代表指標が全て「ｅ」、「Ｎ 」：代表指標に「ｎ」を含む

●定性的評価：成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から判定する。

■ 総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

総合評価 評価理由

代表指標の達成状況については、①「素材生産量」、②「スギ製品出荷量」どちらも「ｎ：
未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和２年実績値は1,425千㎥で、３年の目標値（1,700千㎥）の
83.8％の水準となっている。２年度は新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の停
滞等により、木材需要が急激に減少したことから、木材の生産をはじめ、製材品等の出荷が
減少した。しかし、本県のスギ人工林は本格的な利用期を迎え全県域で素材生産が活発化し
ていることに加え、３年３月頃からウッドショックと呼ばれる外国産材の入手難や価格の高
騰により、国産材需要が高まり、県産材の需要も旺盛となっている。また、３年の製材品出
荷量（１月～12月速報値：231千㎥）や合板出荷量（１月～12月速報値：603千㎥）が前年比
１～２割程度増加していることから、３年の素材生産量は増加が見込まれる。

代表指標②に関しては、令和２年実績値は530千㎥で、３年の目標値（706千㎥）の75.1％の
水準となっている。木材加工流通企業が行う施設整備や国内外への販路拡大を目的としたプ
ロモーション活動等の実施やウッドショックの影響により、スギ製品出荷量は堅調に推移し
ており、３年実績は前年より増加することが見込まれる。

アフターコロナを見据えた販売力強化に向け、米国マーケット調査とセミナーを開催し、新
たに２社がトライアル輸出に取り組んだことで、令和３年の米国向けスギ製品の出荷量は約
5.8千㎥（対前年比109％）に増加するなど海外での新たな販路拡大につながった。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から
評価した結果、総合評価は「Ｃ」とする。

Ｃ
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４　県民意識調査の結果

　肯定的意見

　ふつう

　否定的意見

　わからない・無回答

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

質問文 秋田スギ丸太の生産量が増大し、県産材の利用が進んでいる。

12.7% 17.2% 15.8% 16.0% ＋0.2

　十分 （５点） 2.1% 2.4% 2.1% 1.8% △0.3

　おおむね十分 （４点） 10.6% 14.8% 13.7% 14.2% ＋0.5

（３点） 36.8% 36.9% 37.8% 37.3% △0.5

17.0% 15.4% 15.7% 16.3% ＋0.6

　やや不十分 （２点） 12.1% 10.2% 11.0% 11.3% ＋0.3

　不十分 （１点） 4.9% 5.2% 4.7% 5.0% ＋0.3

33.6% 30.6% 30.7% 30.3% △0.4

　平均点 2.89 2.99 2.96 2.95 △0.01

調査結果の認識、取組に関する意見等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年度
　満足度

Ｒ元
（Ｈ３１）

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

Ｒ４
（Ｈ３４）

前年度比

満
足
度

○

○

５段階評価の満足度の平均点は「2.95」で、「ふつう」の３より0.05低かった。回答では「ふつう」が最も多
かった。
「十分」と「おおむね十分」を合わせた割合は16.0％、「ふつう」は37.3％、「不十分」と「やや不十分」を合
わせた割合は16.3％であった。また、「肯定的意見」と「ふつう」を合わせた割合は53.3％であった。

「不十分」又は「やや不十分」の理由や県に求める取組として以下のような意見があった。
・伐期適齢を迎えているので生産量増大は当たり前である。再造林率の低さによる杉の枯渇問題を解消しなけれ
ば、秋田のブランドが一つ減り大打撃になる。（男性／30歳代／由利地域）
・実際どれほど使われているのか把握していません。素晴らしい木材があり多く生産しているのであれば、もっ
とＰＲして県内外に発信してもらいたいです。（男性／40歳代／雄勝地域）
・新設の建物など、いろいろな場所で見かけることが多くなりました。とても素晴らしいものだと思うので、さ
らに生産、利用を拡大してほしいです。（女性／40歳代／秋田地域）
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５　課題と今後の対応方針

（１） ○ ○

● ●

（２） ○ ○

（３） ○ ○

○ ○

（４） ○ ○

　※●は県民意識調査結果に関する課題と今後の対応方針

６　政策評価委員会の意見

人口減少などを背景に、将来的な住宅需要の減
少が予測されており、住宅以外の分野での新た
な需要の創出が求められている。
また、建築物の木造化・木質化を手がける人材
が不足している。

非住宅分野における木造・木質化の促進に向け、中
高層建築物への木材利用に向けた木質２時間耐火部
材の開発・普及、木造設計に精通した人材の育成等
に取り組む。

実際どれほど使われているのか把握していませ
ん。素晴らしい木材があり多く生産しているの
であれば、もっとＰＲして県内外に発信しても
らいたいです。（県民意識調査より）

木材利用により付加価値が創出されたモデルとなる
優れた建築物に対し、木造・木質化建築賞を授与
し、県Ｗｅｂサイト等で広く県民や建築関係者に紹
介する。

低コストで安定的な丸太の生産・流通体制が十
分とは言えず、コストが十分に低減されていな
い。また、皆伐後の再造林が低迷している。
（県民意識調査で同様の意見あり）

林内路網の整備や高性能林業機械等の導入を支援
し、素材生産の効率化や低コスト化を図る。また、
林業経営体の施業の低コスト化に向けた取組を支援
するとともに、先進的な造林技術による再造林を普
及・定着させるための実践フィールドの整備と森林
所有者向けの技術指針を作成する。

ウッドショック（外国産材の不足等）を受け
て、工務店等から県産材の供給拡大が求められ
ている。

工務店等と木材加工企業との安定需給協定の締結等
を推進するとともに、業界団体を核にスギ集成材の
供給力強化に取り組むなど、工務店等とのサプライ
チェーンの充実・強化を図る。

新たな需要に対応する技術力や供給体制の整備
が十分進んでいないことから、非住宅分野や海
外展開に取り組む企業が少ない状況にある。

非住宅分野や海外需要などの新たな需要開拓を図る
ため、海外（北米）向けや２×４部材などの新たな
製品規格にも対応する木材加工施設の整備を支援
し、生産力の強化に向けた取組を促進する。
また、専門家等を活用し、非住宅分野等の新規需要
に対応した製品の生産技術指導等を実施するほか、
ＪＡＳ機械等級等の取得を促進し、品質性能の確か
な製品の供給を進める。
さらに、スギ製品への需要が高まっている米国市場
において実施したマーケット調査結果に基づき、新
品目について商社への提案やトライアル輸出を実施
し、輸出拡大を図る。

素材（原木）需要や再造林の増加が見込まれる
中で、林業への新規就業者や高い技術力を持っ
た人材が不足している。

県内外の林業就業希望者に対し、無料職業紹介所が
就業相談に応じるほか、体験研修の紹介や就業先の
斡旋など総合的な支援を行い、新規就業者の確保に
取り組む。
秋田林業大学校の研修内容の拡充を図り、林業機械
操作はもとよりメンテナンス技術に至るまで、幅広
く高度な技術を持った即戦力となる林業の担い手を
育成する。

施策の
方向性

課題（施策目標達成に向けた新たな課題、環境変化等
　　　　により生じた課題　など）

今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）
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進
班

1
9
1
5

澤
田
智
志

小
笠
原
信
幸

令
和
0
3

令
和
0
5

　
木
材
加
工
企
業
と
需
要
先
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
が
進
ん
で
木
材
の
販
路
が
拡
大
す
る
こ
と
に
よ
り
、
森
林
資
源
の
循
環

　
企
業
単
体
の
取
組
で
は
、
需
要
先
の
開
拓
や
木
材
の
供
給
力
等
に
限
界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
需
給
ロ
ッ
ト
を
集
約
す

利
用
と
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
貢
献
す
る
。

る
な
ど
、
販
路
拡
大
に
取
り
組
み
や
す
い
環
境
整
備
が
必
要
で
あ
る
。

●
○

県 県
外
工
務
店
等
、
県
内
木
材
加
工
企
業

　
新
型
コ
ロ
ナ
や
ウ
ク
ラ
イ
ナ
情
勢
を
背
景
に
輸
入
材
不
足
や
木
材
価
格
高
騰
と
い
っ
た
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
が
発
生
。

工
務
店
や
住
宅
メ
ー
カ
ー
等
の
需
要
側
は
国
産
材
へ
の
転
換
を
進
め
る
傾
向
に
あ
る
。

　
工
務
店
等
の
需
要
先
の
ル
ー
プ
化
や
木
材
加
工
企
業
と
の
安
定
需
給
協
定
の
締
結
、
付
加
価
値
の
高
い
輸
出
品
目
の

開
拓
な
ど
、
長
期
的
に
取
り
組
め
る
環
境
を
整
備
す
る
。

●
○

○
■

□
R
0
3
0
5

●
○

○
　
県
産
材
利
用
の
更
な
る
広
が
り
が
期
待
で
き
る
工
務
店
等
へ
の
支
援
を
行
い
、
林
業
・
木
材
産
業
の
活
性
化
に
繋
げ
る
必
要
が
あ
る
。

■
□

■
□

□

　
県
内
外
に
お
い
て
県
産
材
の
利
用
・
普
及
啓
発
に
取
り
組
む
工
務
店
等
を
開
拓
す
る
と
と
も
に
、
木
材
加
工
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を

・
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
を
受
け
て
、
木
材
加
工
企
業
か
ら
は
県
産
材
需
要
の
高
ま
り
を
情
勢
の
収
束
後
も
継
続
で
き
る
取

支
援
し
、
県
産
材
の
販
路
開
拓
を
図
っ
た
。

組
が
必
要
、
工
務
店
側
か
ら
は
輸
入
材
か
ら
の
転
換
に
当
た
っ
て
は
県
産
材
を
安
定
的
に
調
達
で
き
る
仕
組
み
が
必
要

と
い
っ
た
声
が
高
ま
っ
て
い
る
（
企
業
ヒ
ア
リ
ン
グ
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

・
住
宅
建
材
と
し
て
の
杉
の
良
さ
を
も
っ
と
売
り
込
む
必
要
が
あ
る
（
県
民
意
識
調
査
）

0
7

0
2

0
3

0
5

0
4

0
6

ウ
ッ
ド
フ
ァ
ー
ス
ト
な
あ
き
た
の
住
ま
い
づ
く
り
促
工
務
店
グ
ル
ー
プ
等
が
実
施
す
る
県
産
材
を
利
用
し
た
住
宅
の
新
築
、
県
産
材
の
Ｐ
Ｒ
の
取
組
に
対
し
て

0
1
進
事
業

支
援
す
る
。

 
 
 
 
 
8
5
,
5
9
8
 
 
 
 
 
6
7
,
1
6
5
 
 
 
 
 
6
8
,
4
0
0
 
 
 
 
 
6
8
,
4
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
8
9
,
5
6
4

あ
き
た
材
県
外
販
路
拡
大
事
業

「
あ
き
た
材
パ
ー
ト
ナ
ー
（
県
外
の
工
務
店
等
）
」
を
開
拓
す
る
と
と
も
に
、
県
産
材
を
利
用
し
た
住
宅

0
2

等
の
建
築
に
対
し
て
支
援
す
る
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
3
,
0
0
8
 
 
 
 
 
1
7
,
5
2
0
 
 
 
 
 
1
7
,
5
2
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
8
,
0
4
8

あ
き
た
材
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
強
化
事
業

ス
ギ
集
成
材
の
供
給
力
を
強
化
し
、
あ
き
た
材
パ
ー
ト
ナ
ー
の
と
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
充
実
・
強
化
を

0
3

 
 
 
 
 
 
 
1
1
,
3
1
8

図
る
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
,
6
5
9
 
 
 
 
 
 
5
,
6
5
9
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あ
き
た
材
輸
出
産
地
形
成
事
業

業
界
団
体
の
輸
出
体
制
整
備
を
支
援
し
、
米
国
へ
の
輸
出
拡
大
を
図
る
。

0
4

 
 
 
 
 
 
 
 
7
6
2

 
 
 
 
 
 
 
1
1
,
3
4
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9
,
8
1
6
 
 
 
 
 
 
 
 
7
6
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
3
6
0
,
2
7
0

 
 
 
 
 
8
5
,
5
9
8
 
 
 
 
 
8
9
,
9
9
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
9
2
,
3
4
1
 
 
 
 
 
9
2
,
3
4
1

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金

 
 
 
 
 
 
 
 
5
,
6
5
9

 
 
 
 
 
 
5
,
6
5
9
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
1
0
9
,
5
0
6

農
林
漁
業
振
興
臨
時
対
策
基
金
、
地
域
活
性
化
対
策
基
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
2
,
8
2
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
8
6
,
6
8
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
6
7
,
1
6
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
8
5
,
5
9
8

 
 
 
 
 
9
2
,
3
4
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
4
5
,
1
0
5
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７
．
事
業
の
効
果
を
把
握
す
る
た
め
の
手
法
及
び
効
果
の
見
込
み

１
次
評
価

指
標
名

指
標
の
種
類

評
価
結
果

事
業
の
効
果
（
事
業
目
標
は
達
成
さ
れ
て
い
る
の
か
ど
う
か
）
適
用
の
可
否
可
不
可

成
果
指
標
有 効 性 の 観 点

指
標
式

A
b
 
達
成
率
８
０
％
以
上
１
０
０
％
未
満
c
 
達
成
率
８
０
％
未
満

a
 
達
成
率
１
０
０
％
以
上

業
績
指
標

【
評
価
へ
の
適
用
不
可
又
は
ｃ
の
場
合
の
理
由
】

①
年
度
別
の
目
標
値
（
見
込
ま
れ
る
効
果
）
低
減
目
標
指
標
該
当
非
該
当

B
指
　
標
年
度
年
度
年
度
年
度
年
度
年
度
年
度
最
終
年
度

目
標
a

C
指 標 Ⅰ

実
績
b

１
 
事
業
の
経
済
性
の
妥
当
性
(
費
用
対
効
果
の
対
前
年
度
比
)
適
用
の
可
否
可
不
可

b
 
0
.
9
～
1
.
1

a
 
1
.
1
～

c
 
～
0
.
9

東
北
及
び
全
国
の
状
況

＝
〔

〕
〔

〕
（
指
標
Ⅰ
）

/
②
デ
ー
タ
等
の
出
典

＝
（
指
標
Ⅱ
）
A

③
把
握
す
る
時
期

翌
年
度

翌
々
年
度
月

当
該
年
度
中

月
月

【
評
価
へ
の
適
用
不
可
又
は
ｃ
の
場
合
の
理
由
】

効 率 性 の 観 点

指
標
の
種
類

指
標
名

成
果
指
標

指
標
式

B
業
績
指
標

低
減
目
標
指
標

①
年
度
別
の
目
標
値
（
見
込
ま
れ
る
効
果
）

該
当
非
該
当

２
 
コ
ス
ト
縮
減
の
た
め
の
取
組
状
況

指 標 Ⅱ

最
終
年
度

年
度
年
度
年
度
年
度
年
度
年
度
年
度

a
 
客
観
的
で
効
果
が
高
い

指
　
標

b
 
取
組
ん
で
い
る
c
 
取
組
ん
で
い
な
い

目
標
a

【
コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
具
体
的
な
取
組
内
容
又
は
取
組
ん
で
い
な
い
理
由
】

C
実
績
b

東
北
及
び
全
国
の
状
況

②
デ
ー
タ
等
の
出
典

A
継
続

③
把
握
す
る
時
期

当
該
年
度
中
月
翌
年
度

翌
々
年
度
月

月
総 合 評 価

B
改
善
し
て
継
続

◎
指
標
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
の
効
果
の
把
握
方
法

C
見
直
し

①
指
標
を
設
定
す
る
こ
と
が
出
来
な
い
理
由

D
休
廃
止

E
終
了

②
見
込
ま
れ
る
効
果
及
び
具
体
的
な
把
握
方
法
(
デ
ー
タ
の
出
典
含
む
)

２
次
評
価

必
要
性
A
B
C

C
有
効
性
A
B
C
効
率
性
A
B

A
継
続

総 合 評 価

１
次
評
価

評
価
結
果

B
改
善
し
て
継
続

課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性

a
c

b
C
見
直
し

【 理 由 】

D
休
廃
止

E
終
了

必 　 要 　 性 　 の 　 観 　 点

A
a

c
住
民
ニ
ー
ズ
に
照
ら
し
た
妥
当
性

b
評
価
結
果
の
当
該
事
業
へ
の
反
映
状
況
等
(
対
応
方
針
)

【 理 由 】
B

c
県
関
与
の
妥
当
性
（
民
間
、
市
町
村
、
国
と
の
役
割
分
担
）
a
b

法
令
・
条
例
上
の
義
務
内
部
管
理
事
務
県
で
な
け
れ
ば
実
施
で
き
な
い
も
の

C
民
間
・
市
町
村
で
実
施
可
能
で
あ
る
が
県
が
関
与
す
る
必
要
性
が
認
め
ら
れ
る
も
の

政
策
評
価
委
員
会
意
見

【 理 由 】

秋
田
ス
ギ
製
品
出
荷
量

○
●

●
秋
田
ス
ギ
製
品
の
出
荷
量
（
千
m
3
）

○
○

○
○

○

○
●

●
　
令
和
３
年
度
実
績
は
未
判
明
だ
が
、
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
り
県
産
材
需
要
が
確
実
に
高
ま
っ
て
い
る

0
2
0
3
0
4
0
5
0
6
0
7
0
8

こ
と
か
ら
、
有
効
性
は
高
い
。

○
 
 
 
 
 
 
 
7
1
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
0
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
 
 
 
 
 
 
7
0
6

 
 
 
 
 
 
 
7
3
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
5
3
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

○
●

ｂ
／
ａ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
%
 
 
 
 
0
%
 
 
 
 
0
%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

○
該
当
な
し

令
和
0
3
年
度
の
効
果

令
和
0
2
年
度
の
効
果

林
業
木
材
産
業
課
「
木
材
加
工
業
実
態
調
査
」
「
木
材
需
給
動
向
観
測
調
査
」

令
和
0
3
年
度
の
決
算
額

令
和
0
2
年
度
の
決
算
額

○
○

●
○

0
9

あ
き
た
材
パ
ー
ト
ナ
ー
数

○
あ
き
た
材
パ
ー
ト
ナ
ー
登
録
企
業
数
（
累
計
）

●
●

○
●

0
2
0
3
0
4
0
5
0
6
0
7
0
8

○
●

○
○

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
1
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
7

 
 
 
 
 
 
 
 
1
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

　
首
都
圏
企
業
と
の
打
合
せ
に
東
京
事
務
所
職
員
を
活
用
す
る
等
に
よ
り
旅
費
等
の
事
務
経
費
の
縮
減
を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0  
 
 
 
 
 
 
 
 
9
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

図
っ
て
い
る
。

ｂ
／
ａ

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
1
2
8
.
6
%
 
 
 
 
0
%
 
 
 
 
0
%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該
当
な
し

林
業
木
材
産
業
課
調
べ

　
長
期
的
な
販
路
と
し
て
定
着
さ
せ
る
た
め
に
は
、
協
定
締
結
等
に
加
え
て
、
需
要
先
が
求
め
る
製
品
を

●
安
定
供
給
で
き
る
体
制
整
備
が
必
要
で
あ
り
、
新
た
に
ス
ギ
集
成
材
の
供
給
力
強
化
に
取
り
組
む
な
ど
、

○
○

●
0
3

○
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
充
実
・
強
化
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○ ○ ○

-
-
-

-
-
-

-
-
-

○ ○
●
○
○

○
　
輸
入
材
や
他
県
産
材
か
ら
県
産
材
へ
の
転
換
を
検
討
す
る
工
務
店
等
と
木
材
加
工
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン

○
グ
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
仕
組
み
と
し
て
い
る
。

○

○
●
○
○

　
工
務
店
等
が
秋
田
ス
ギ
を
Ｐ
Ｒ
す
る
普
及
啓
発
を
行
う
ほ
か
、
輸
出
量
が
増
加
し
て
い
る
米
国
を
タ
ー

ゲ
ッ
ト
に
輸
出
拡
大
を
図
る
こ
と
に
し
て
い
る
。

●

○
○
●

□
□

□
○

■

　
企
業
単
体
で
の
取
組
に
は
限
界
が
あ
る
た
め
、
県
が
協
定
締
結
等
の
一
定
の
方
向
性
を
示
し
な
が
ら
取

り
組
む
こ
と
で
、
よ
り
高
い
効
果
が
見
込
ま
れ
る
。
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